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添付資料 

1. 調査団員氏名、所属 

 

(1) 第 1次現地調査 

 

氏 名 担当業務 現 職 

山内 邦裕 総括 
独立行政法人 国際協力機構 

ガーナ事務所長 

村山 博司 計画管理 

独立行政法人 国際協力機構 

資金協力支援部 

実施監理第一課 

山口 実 調達監理計画 クラウンエイジェンツ 日本事務所 

不二葦 教治 
業務主任／系統運用 

／運営維持管理 
八千代エンジニヤリング（株） 

西川 光久 
副業務主任／ 

系統連携太陽光発電システム 
八千代エンジニヤリング（株） 

浦野 勝雄 太陽光発電システム全般 八千代エンジニヤリング（株） 

宮本 隆幸 調達計画／積算１ 八千代エンジニヤリング（株） 

野上 一成 
制度･基準／ 

環境社会配慮 
八千代エンジニヤリング（株） 

谷津 哲夫 建築設計１ 八千代エンジニヤリング（株） 
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(2) 第 2次現地調査 

 

氏 名 担当業務 現 職 

不二葦 教治 
業務主任／系統運用 

／運営維持管理 
八千代エンジニヤリング（株） 

西川 光久 
副業務主任／ 

系統連携太陽光発電システム 
八千代エンジニヤリング（株） 

浦野 勝雄 太陽光発電システム全般 八千代エンジニヤリング（株） 

玉井 昌幸 機材・設備計画 八千代エンジニヤリング（株） 

宮本 隆幸 調達計画／積算１ 八千代エンジニヤリング（株） 

野上 一成 
制度･基準／ 

環境社会配慮 
八千代エンジニヤリング（株） 

鶴岡 葉介 建築設計２ 八千代エンジニヤリング（株） 

赤塚 大輔 業務調整 八千代エンジニヤリング（株） 
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(3) 概略設計概要説明 

 

氏 名 担当業務 現 職 

小川 忠之 総括 
独立行政法人 国際協力機構 

国際協力専門員 （資源・エネルギー） 

山口 俊太 計画管理 
独立行政法人 国際協力機構 

産業開発部 資源・省エネルギー課 

不二葦 教治 
業務主任／系統運用 

／運営維持管理 
八千代エンジニヤリング（株） 

西川 光久 
副業務主任／ 

系統連携太陽光発電システム 
八千代エンジニヤリング（株） 

浦野 勝雄 太陽光発電システム全般 八千代エンジニヤリング（株） 

玉井 昌幸 機材・設備計画 八千代エンジニヤリング（株） 
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2. 調査日程 

(1) 第 1次現地調査 

No

. 
月日 

曜

日 

調  査  内  容 宿 泊 地 

官ベース コンサルタント団員（八千代エンジニヤリング㈱） 

 ＪＩＣＡ/ＣＡ 

（団長/山内、村山、山口） 
業務主任/不二葦、西川、浦野、宮本、野上、谷津 

1 12月5日 土  東京発（村山、山口）  移動{東京 12:00 → ロンドン 15:45 by JL401} ロンドン 

2 12月6日 日 

 アクラ着  

19:50 by KL589（村山） 

21:30 by BA081（山口） 

 移動｛ロンドン 14:50 →アクラ 21:30 by BA081｝ アクラ 

3 12月7日 月 
 表敬訪問及びInception Reportの提出･説明： 

（野口記念医学研究所 (Dr. Nyarko), JICA(事）, University of Ghana, 日本大使館) 
アクラ 

４ 12月8日 火 

 表敬訪問 

（MOFEP Mr. Nyarko,  

ECG (Electricity company of 

Ghana),  

MOE(Ministry of Energy)） 

 現地調査及び技術協議(野口記念医学研究所) アクラ 

5 12月9日 水  ミニッツ協議  現地調査及び技術協議(野口記念医学研究所) アクラ 

６ 12月10日 木 
 表敬訪問（MOEd） 

 ミニッツ協議 
 現地調査及び技術協議(野口記念医学研究所) アクラ 

７ 12月11日 金 

 ミニッツ署名 

 帰国報告（日本大使館、JICA（事）） 

 アクラ発 22:00 by KL590（村山） 

アクラ 

8 12月12日 土  アクラ発 8:10 by VK810（山口、コンサルタント団員）  

 



A-2-2 

(2) 第 2次現地調査 

No

. 
月日 

曜

日 

調  査  内  容 宿 泊 地 

コンサルタント団員（八千代エンジニヤリング㈱） 
 

不二葦、西川、浦野、玉井、宮本、野上、鶴岡、赤塚 

1 3月12日 金  移動｛Abuja 19:45 →Accra 20:35 by W3061｝ アクラ 

2 3月13日 土  ①資料整理及び団内協議 アクラ 

3 3月14日 日  ①資料整理及び団内協議 アクラ 

4 3月15日 月  ①表敬訪問：JICA(事）、日本大使館、野口記念医学研究所、ガーナ大学、②現地調査 アクラ 

5 3月16日 火  ①現地調査及び技術協議(野口記念医学研究所、環境省、エネルギー委員会)、②現地調達・施工事情調査 アクラ 

6 3月17日 水  ①現地調査及び技術協議(野口記念医学研究所、エネルギー省、気象局)、②現地調達・施工事情調査 アクラ 

7 3月18日 木 
 ①現地調査及び技術協議(野口記念医学研究所、エネルギー省、エネルギー委員会) 

 ②現地調達・施工事情調査、 
アクラ 

8 3月19日 金  ①現地調査及び技術協議(野口記念医学研究所、ECG)、②現地調達・施工事情調査 アクラ 

9 3月20日 土  ①Technical Memorandum（案）作成、②現地調査結果概要（案）作成 アクラ 

10 3月21日 日  ①Technical Memorandum（案）作成、②現地調査結果概要（案）作成 アクラ 

11 3月22日 月 
 ①現地調査及び技術協議(野口記念医学研究所) 

 ②Technical Memorandum（案）作成、③現地調査結果概要（案）作成 
アクラ 

12 3月23日 火 
 ①現地調査及び技術協議(野口記念医学研究所、エネルギー省、環境省) 

 ②Technical Memorandum（案）作成、③現地調査結果概要（案）作成 
アクラ 

13 3月24日 水 
 ①現地調査及び技術協議(野口記念医学研究所) 

 ②Technical Memorandum（案）作成、③現地調査結果概要（案）作成 
アクラ 

14 3月25日 木 
 ①Technical Memorandum（案）提出・協議(野口記念医学研究所)、 

 ②Technical Memorandumの修正、③現地調査結果概要（案）作成 
アクラ 

15 3月26日 金 
 ①Technical Memorandum 協議・署名(野口記念医学研究所)、②現地調査（ガーナ大学内・電気系統） 

 ③現地調査結果概要（案）作成 
アクラ 

16 3月27日 土  ①現地調査結果概要（案）作成 アクラ 

17 3月28日 日  ①現地調査結果概要（案）作成 アクラ 

18 3月29日 月 
 ①現地調査結果概要（案）作成 

 ②現地再委託先（測量）との契約交渉、③表敬及び報告(野口記念医学研究所、JICA(事）) 
アクラ 

19 3月30日 火 
 ①補足調査、②現地再委託先（測量）との契約締結 

 ③移動｛Accra 21:10 → Amsterdam 05:45+1 by KL 590｝ 
機中泊 

20 3月31日 水  移動｛Amsterdam 21:00 → Tokyo 15:25+1 by JL 412｝ 機中泊 

21 4月1日 木  成田着 15:25  
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(3) 概略設計概要説明 

No

. 
月日 

曜

日 

調  査  内  容 

宿 泊 地 
官ベース団員（小川、山口） コンサルタント団員（不二葦、西川、浦野、玉井） 

1 7月31日 土  他調査より継続  ①移動{Tokyo 12:15 → Frankfurt 17:20 by JL 407} フランクフルト 

2 8月1日 日  他調査より継続  ①移動｛Frankfurt 10:25 →Accra 14:55 by LH 566｝ アクラ 

3 8月2日 月 

 ①野口記念医学研究所への表敬訪問及びDraft Reportの提出   

 ②ガーナ大学への表敬訪問及びDraft Reportの提出 

 ③野口研及び測量会社と計画敷地の再確認 

 ④JICAガーナ事務所訪問 

アクラ 

4 8月3日 火 

 ①日本大使館、野口記念医学研究所及びガーナ大学へのDraft Reportの説明と技術協議 

 ②測量作業の監理 

 ③エネルギー委員会（EC)への本計画の概要説明 

アクラ 

5 8月4日 水 

 ①野口記念医学研究所及びガーナ大学へのDraft Reportの説明と技術協議 

 ②野口記念医学研究所及びガーナ大学へ協議議事録の提出と説明 

 ③エネルギー省（MOE)への本計画の概要説明 

アクラ 

6 8月5日 木 

 ①野口記念医学研究所及びガーナ大学へのDraft Reportの説明と技術協議 

 ②野口記念医学研究所及びガーナ大学と協議議事録内容の協議 

 ③協議議事録の修正・変更 

アクラ 

7 8月6日 金 

 ①野口記念医学研究所及びガーナ大学と協議議事録の締結 

 ②JICAガーナ事務所へ報告 アクラ 

 ①移動{Accra 17:30 → Dubai 05:50+1 by EK 788｝  測量調査の管理 

8 8月7日 土  ①移動{→ Dubai 05:50+1 by EK 788｝  ①移動{Accra 21:10 → Amsterdam 05:45+1 by KL 590｝ 機中泊 

9 8月8日 日  ①移動{ Dubai 03:15→ Tokyo 18:00 by EK 318｝  ①移動{Amsterdam 21:00 → Tokyo 15:25+1 by JL 412} 機中泊 

10 8月9日 月   ①移動{→ Tokyo 15:25 by JL 412}  
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3．面談者リスト 

 所属及び氏名 職位 

財務経済企画省 

Ministry of Finance and Economic Planning (MOFEP) 

Mr. Yaw Okyere-Nyako Director, External Resources Management - Bilateral 

野口記念医学研究所 

Noguchi Memorial Institute for Medical Research (NMIMR) 

Prof. Alexander K. Nyarko Director 

Mr. Kwadwo Koram Deputy Director 

Mr. E.O. Lamptey Head of Maintenance 

Mr. Issah Shaibu Electrical Head 

Mr. S.K.A. Jones Planning 

Mr. Samuel Neequaye Planning 

Mr. Romulus Ocansey Electricals 

Mr. Emmamuel Nartey Electricals 

ガーナ大学 

University of Ghana 

Mr. Philip Azundow Director, Physical Development and Municipal 

Service 

エネルギー省 

Ministry of Energy (MOE) 

Mr. Solomon Deputy Director, Division of Power 

Mr. Wisdom Ahiataku-Togobo Renewable Energy Expert 

エネルギー委員会 

Energy Commission 

Mr. Kwabena A. Otu-Danquah Chief (Renewable Energy) 

Mr. Oscar Amonoo-Neizer Acting Chief, Power 

ガーナ電力公社 

Electricity Company of Ghana (ECG) 

Mr. Tetteh A. Okyne Director of Operations 

Mr. Emmanuel Ankomah District Manager, Legon District Office 

Mr. Kwadwo Ayensu Obeng Sectional Manager-Design 

Mr. George Hommey Division Manager, Protection and Control 

DANIMAR ENGINEERING LTD. 

Mr. Kwasi Addo Nyako Director 
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在ガーナ日本国大使館 

Embassy of Japan in Ghana 

茂田 剛 一等書記官 

本田 真一 一等書記官、経済協力班長 

JICAガーナ事務所 

JICA Ghana Office 

木藤 耕一 次長 

大草 真紀 企画調査員 
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4. 討議議事録（M/D） 

(1) 第 1次現地調査 
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5．事業事前計画表 

 

１．案件名（国名） 

国名：ガーナ共和国  

案件名：太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画 

（案件名英文）The Project for Introduction of Clean Energy by Solar Electricity Generation System 

 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国におけるエネルギーセクターの現状と課題 

ガーナ共和国（以下「ガ」国と称す）では、1990 年代半ばまではボルタ湖（人造湖）の豊富な

水源を利用した水力発電により、国内の電力供給並びにコートジボワール及びトーゴなど近隣国へ

の電力輸出を行っていた。しかしながら、近年は国内電力需要の増加に伴い水力発電のみでは必要

な電力供給を賄えず、不足する電力については、火力発電所の建設を推進するほか、コートジボワ

ールからの国際連系線を介した電力融通で補っている。更に、最近では気候変動の影響により渇水

が頻繁に発生し、主要電源であるアコソンボ水力発電所の発電量が低下してきている。このため

「ガ」国では、エネルギー源の多様化、再生可能エネルギーの導入促進を政策目標として掲げ、エ

ネルギー供給事情の改善と環境負荷の軽減を両立すべく、政策の実現に向けて努力している。この

ような中、太陽光発電を含む再生可能エネルギーは、温室効果ガス排出量を抑制しながら、電力の

安定供給を実現する技術として、その導入に対する支援が期待されている。 

 

(2) 当該国におけるエネルギーセクターの開発政策における本事業の位置づけ 

「ガ」国は、気候変動枠組み条約(United Nations Framework Convention on Climate Change) 及

び京都議定書を批准し、積極的に気候変動対策に取り組もうとしている。2006年に策定された戦略

的国家エネルギー計画（SNEP：Strategic National Energy Plan 2006-2020）では、2020年までに

発電設備容量に占める再生可能エネルギーの割合を 10%にすることを目標とし、バイオマス、風力、

太陽光、小水力等の再生可能エネルギーの導入が進められている。「ガ」国では、従来から地方未

電化地域の電化を目的として、配電系統に連系されない小規模な独立型太陽光発電設備の導入が進

められてきたが、系統に連系された大規模な太陽光発電システムは未だ導入されていない。本事業

は、太陽光発電システムを整備することにより、再生可能エネルギーによる発電量を増加し、エネ

ルギー源の多様化に貢献するとともに、温室効果ガスの削減など気候変動対策にも寄与するもので

ある。 

 

(3)気候変動対策におけるエネルギーセクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国は、従前より、排出削減等の気候変動対策に取り組む途上国及び気候変動の悪影響に対し

て脆弱な途上国への支援を積極的に行ってきており、2008年には 5年間で 100億ドル規模の新たな

資金メカニズムを発表している。この新たな資金メカニズムの一環として、2008年度より途上国の

適応策及び緩和策を支援するため、「環境プログラム無償」が新設された。今般、外務省は途上国

に対し、太陽光発電等を活用した環境プログラム無償に関する支援ニーズや具体的アイデアにかか

る要望調査を実施し、同調査の結果、「ガ」国から本事業にかかる協力要請がなされた。 

我が国から「ガ」国への政府開発援助では、基礎的生活分野を中心として「ガ」国の貧困削減努

力に対する支援及び地域格差の解決に関するイニシアティブ支援を基本的政策として実施してい

る。電力セクターへの援助も、全国平均で 55％～60%と低い電化率に起因する住環境の悪化や生産

性の低下を改善する目的で行われてきた。JICAでは、再生可能エネルギーに関して、電化率の低い

北部 3州を対象とした「再生可能エネルギー利用地方電化計画マスタープラン調査」、「太陽光発電

普及のための人材育成プロジェクト」(技術協力プロジェクト)を実施している。 

 

(4) 他の援助機関の対応 

世界銀行、デンマーク、スペインは、未電化地域を対象として、太陽光発電システムによる電力

アクセス向上プロジェクトを実施している。 
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３．事業概要  

(1) 事業の目的（協力プログラムにおける位置づけを含む）  

アクラ市において、太陽光発電関連機材を調達し技術者育成支援を行うことにより、発電能力の

向上、エネルギー源の多様化、再生可能エネルギー利用に関するガーナ国民の意識啓発を図り、も

って気候変動対策において先進国･途上国双方の取組を促す日本のイニシアティブを示すことに寄

与する。 
 
(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

ガーナ大学附属 野口記念医学研究所（利用者数 約 240名）／アクラ市レゴン地域 

 

(3) 事業概要 

1) 土木工事、調達機器等の内容  

太陽光発電システム一式（315kW）（太陽電池モジュール、パワーコンディショナー、接続箱、集電

箱、遮断器、変圧器、電線類、データ記録装置、発電量表示装置等） 

 

2) コンサルティング・サービス/ソフトコンポーネントの内容 

【ソフトコンポーネント】 

系統連系型太陽光発電システムに関する基礎知識及び保守点検、緊急時の対応等の維持運営管理

に関する研修 

 

(4) 総事業費/概算協力額 

  

(5) 事業実施スケジュール（協力期間） 

入札期間を含め約 16ヶ月（予定） 

 

(6) 事業実施体制（実施機関/カウンターパート） 

1) 責任機関：ガーナ大学 

2) 実施機関：野口記念医学研究所 

 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：B 

② 影響と緩和・軽減策 

本計画の太陽光システムはバッテリーを使用しないシステムを予定しており、廃バッテリー処

理に伴う環境への重大な影響はない。敷地造成の際に整地作業や、木々の伐採（または移動）と

蟻塚の撤去が必要になるが、いずれも環境影響としては非常に小規模なものである。 

2) 貧困削減促進 

特に関連する事項は無い 

3) ジェンダー 

   特に関連する事項は無い 

 

(8) 他援助機関等との連携・役割分担 

特に無し 

 

(9) その他特記事項 

特に無し 
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(1) 事業実施のための前提条件 

実施にあたって、野口記念医学研究所が太陽光パネル据付用地の使用に係る許可をガーナ大学か

ら取得する（2010年 8月に取得済み）。 

 

(2) プロジェクト全体計画達成のための外部条件 

再生可能エネルギー導入促進のための施策の実施及び財源の確保 

 
 
 
 
「太陽光発電プロジェクト利用地方電化の課題と可能性に関する調査（プロジェクト研究）」報告書

（2005 年）他において、バッテリーが維持管理の課題となる要素が高いと指摘されている。そのため、
廃棄バッテリー処理体制や、将来的にバッテリーを交換する費用を負担可能な実施体制等の確立が必要
であるが、体制確立に相当な時間を要する場合もある。本件で調達する太陽光発電システムは電力系統
に連系し、バッテリーを極力使用しない維持管理負担の尐ないシステムを構築することとする。 
 

６. 評価結果 

以下の内容により本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 

 

(1) 妥当性 
２（２）に記載のとおり、本事業は「ガ」国の戦略的国家エネルギー計画で目指している再生可能

エネルギーによる発電設備容量の増加に寄与するものである。また、「ガ」国において最大規模とな

る系統連系型太陽光発電システムを導入することは、再生可能エネルギー利用に関する啓発の意義が

大きく、今後の「ガ」国での再生可能エネルギー導入促進効果が見込めると考えられる。さらに、国

際社会全体にとって喫緊の課題である気候変動対策において、先進国・途上国双方の取組を促し、温

室効果ガスの排出削減と経済成長の両立を目指す途上国を支援するという日本のイニシアティブを

示す意味でも妥当である。 

 

(2) 有効性 

1) 定量的効果 

指標名 基準値（2010年） 目標値（2015年）【事業完成３年後】 

送電端電力量（MWh/年） 0 382 

CO2削減量（t/年） 0 220 
  
 
2) 定性的効果  

再生可能エネルギーの利用促進に関する国民への意識啓発、気候変動対策における日本のイニシアテ

ィブの提示 
 
 
７. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる主な指標 

  6.(2) 1)のとおり。 

 
   
(2) 今後の評価のタイミング 

  ・事後評価    事業完成３年後 
以 上 

５. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

４. 外部条件・リスクコントロール 
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(1) ソフトコンポーネントを計画する背景 

ガーナ共和国「太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画」は、ガーナ共和国（以下、

「ガ」国）のガーナ大学附属 野口記念医学研究所（NMIMR）を対象サイトとして、系統連

系型の太陽光発電設備（出力 315kWp）及び関連する変圧器、所内配電用資機材の調達・据

付を行うものである。 

「ガ」国では、エネルギーの安定供給とエネルギー安全保障を達成するため、多様なエネ

ルギー源の開発を推進することをエネルギー政策の目標として掲げており、その方策として

再生可能エネルギーの導入が進められている。同方針を受けて、「ガ」国では再生可能エネル

ギーの導入目標として、2020 年までに電力供給における再生可能エネルギーの割合を 10%と

することが定められている。本無償資金協力事業は、「ガ」国における再生可能エネルギー導

入の目標達成に資するとともに、「ガ」国政府による気候変動対策（緩和策）として、太陽光

を利用した発電を行うことにより火力発電用燃料の使用量並びに温室効果ガスの排出量を削

減するものである。 

「ガ」国における太陽光発電設備の導入状況は、援助機関が中心となり主に北部各州へ SHS

（Solar Home System）、ワクチン保存用 PV1冷蔵庫、ソーラーポンプ、PV 街灯などを設置し

ているほか、系統連系型太陽光発電システム（以下、「PV 連系システム」と称す）としては、

スペインの援助により 50kW が MOE (Ministry of Energy)の駐車場の屋根に設置されている。

最近ではドイツの援助でEC (Energy Commission)ビルの前庭に4.5kWの追尾式PV連系システ

ムが導入された。このように「ガ」国では、太陽光発電設備の導入が進められているものの、

PV 連系システムが導入された実績は 2 件のみであり、「ガ」国における PV 連系システムの

運転・維持管理に対する知見は十分とは言えない。 

NMIMR では、研究所の電気設備や非常用発電機の日常的な運転・維持管理を行っており、

電気設備の運転・維持管理に関する基本的な知見は持ち合わせている。しかしながら、NMIMR

に太陽光発電システムが導入されたことはなく、日常の業務を通じて PV 連系システムの運

転・維持管理に必要な知識・技術を習得することは困難である。また、配電系統の運用者で

ある ECG（ガーナ電力公社）においても、系統連系型の自家発電設備が配電系統に接続され、

運用された経験は乏しいことから、PV 連系システムに対する留意事項、事故対応について十

分な知見を有していない。更に、電力の売買を伴わない発電設備の系統連系については、規

制や技術基準等が整備されていない。 

本ソフトコンポーネントでは、プロジェクト開始時の円滑な立ち上がりを支援することと、

PV 連系システムが持続的に運転・維持管理されることを目的とし、実施機関となる NMIMR

のメンテナンス部を主な対象として PV 連系システムの運転・維持管理に関する技術移転を

実施する。また、太陽光発電設備が連系される配電系統の運用者・維持管理者においても、

PV 連系システムの特性を把握しておく必要があることから、大学構内の配電設備の維持管理

主体であるガーナ大学施設部、配電系統の運用者である ECG、電力事業に関する規制機関で

あるエネルギー省やエネルギー委員会に対しても、PV 連系システムの概要、系統運用上の留

                                                      
1 PV：Photovoltaic の略で、太陽電池を意味する。 
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意事項や連系に係る技術要件について、必要な技術移転を行う。 

(2) ソフトコンポーネントの目標 

本ソフトコンポーネントの目標は、以下の通りである。下記の目標が達成されることによ

り、無償資金協力事業の効果が持続的に発現することが期待される。 

1) プロジェクトの竣工後、「ガ」国側による PV 連系システムの運転・維持管理が円滑に開

始される。 

2) PV 連系システムの運転・維持管理が持続的に行われる。 

3) 太陽光発電設備が連系された配電系統が、安定的に運用される。 

(3) ソフトコンポーネントの成果 

本ソフトコンポーネントで達成すべき成果は、以下の通りである。 

表 1 ソフトコンポーネントの成果 

目 標 ソフトコンポーネントの成果 対象者 

1． プロジェクトの竣工後、

「ガ」国側による PV 連系

システムの運転・維持管理

が円滑に開始される。 

1-1 PV 連系システムの運転・維持管理組織が確立される。 

1-2 運転・維持管理要員が、PV 連系システムの運転・維持

管理技術を習得する。 

NMIMR 

メンテナンス部 

2． PV 連系システムの運転・

維持管理が持続的に行わ

れる。 

2-1 PV 連系システムの運転・維持管理マニュアルがトラブ

ルシューティングを含んで作成される。 

NMIMR 

メンテナンス部 

2-2 PV 連系システムの概要、特性が理解される。 

2-3 PV 連系システムのトラブルシューティング方法が確立

される。（大学内の配電系統が対象） 

ガーナ大学 

施設部 

3． 太陽光発電設備が連系さ

れた配電系統が、安定的に

運用される。 

3-1 PV 連系システムの概要、特性（逆潮流を含む）が理解

される。 

ECG 

エネルギー省 

エネルギー委員会 

3-2 PV 連系システムのトラブルシューティング方法が確立

される。（ECG の配電系統が対象） 

ECG 

 

(4) 成果達成度の確認方法 

本ソフトコンポーネントの成果は、作成された運転･維持管理マニュアルと参加者のレポー

トを確認することにより把握する。表 2 に活動内容別の成果確認方法を示す。マニュアルで

は、運転・維持管理に係る組織と役割、日常管理、定期点検、トラブルシューティング等、

必要な項目が全て網羅され、技術的な内容が誤りなく記載されていることを確認するととも

に、必要に応じて助言、指導を行う。レポートでは、技術移転のテーマ毎に受講者が理解し

た内容を記述させ、講義内容の理解度を評価する。なお、理解が十分でない項目については、

補足講義を行う。 

表 2 ソフトコンポーネントの成果と確認方法 
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対象者 ソフトコンポーネントの成果 達成度確認方法 

NMIMR 

メンテナンス部 

 PV 連系システムの運転・維持管理組織が確立される。 

 運転・維持管理要員が、PV 連系システムの運転・維持管理技術を

習得する。 

 PV 連系システムの運転・維持管理マニュアルがトラブルシューテ

ィングを含んで作成される。 

 マニュアル 

 レポート 

 

 マニュアル 

ガーナ大学 

施設部 

 PV 連系システムの概要、特性が理解される。 

 PV 連系システムのトラブルシューティング方法が確立される。（大

学内の配電系統が対象） 

 レポート 

 マニュアル 

ECG  PV 連系システムの概要、特性（逆潮流を含む）が理解される。 

 PV 連系システムのトラブルシューティング方法が確立される。

（ECG の配電系統が対象） 

 レポート 

 マニュアル 

エネルギー省  PV 連系システムの概要、特性（逆潮流を含む）が理解される。  レポート 

エネルギー委員会  PV 連系システムの概要、特性（逆潮流を含む）が理解される。  レポート 

 

(5) ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

1) ソフトコンポーネントの内容と活動 

ソフトコンポーネントの活動内容は表 3 に示したように、太陽電池の基礎から、運転、維

持管理、モニタリングまでカバーする。技術移転の手法は、座学、演習（受講者によるマニ

ュアル作成）と機材を使用した実習を用いる。実習にて使用する機材は、NMIMR へ導入予

定の太陽電池モジュール、計測器、工具類を活用する。なお、無償資金協力により NMIMR

に導入される PV 連系システムでは、配電系統側への逆潮流は発生しないが、「ガ」国で将来

的に逆潮流を含む PV 連系システムが導入されることを想定し、逆潮流に関する内容も技術

移転の項目に含めることとする。 
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表 3 ソフトコンポーネントの活動内容と技術移転方法 

目 標 ソフトコンポーネントの成果 活動内容 技術移転方法 対象者 

1． プロジェクトの竣工後、

「ガ」国側による PV 連系

システムの運転・維持管理

が円滑に開始される。 

1-1 PV 連系システムの運転・維持管理組

織が確立される。 

 運転維持管理実施者の責任内容の明確化 

 運転維持管理体制の評価 

 座学 

 座学、グループ演習 

NMIMR 

メンテナンス部 

1-2 運転・維持管理要員が、PV 連系シス

テムの運転・維持管理技術を習得す

る。 

 PV システムの原理と基礎知識の移転 

 PV 連系システムの特徴及び保護機能（逆

潮流を含む）に係る講義 

 運転管理技術の移転 

 維持管理技術の移転 

 

 定期点検手法の技術移転 

 

 モニタリング 

 座学 

 座学 

 

 実習（実機による運転操作） 

 実習（点検リストの作成、点

検、補修） 

 実習（絶縁抵抗、開放電圧測

定を含む） 

 実習（運転データの記録・評

価、設備の状態監視） 

NMIMR 

メンテナンス部 

2． PV 連系システムの運転・

維持管理が持続的に行わ

れる。 

2-1 PV 連系システムの運転・維持管理マ

ニュアルがトラブルシューティング

を含んで作成される。 

 「ガ」国側との相互協力による運転維持管

理マニュアルの作成 

 トラブルシューティング、運転維持管理マ

ニュアルの適正化 

 座学、演習(マニュアル作成) 

 

 実習（マニュアルに基づく運

転操作、事故想定訓練） 

NMIMR 

メンテナンス部 

2-2 PV 連系システムの概要、特性が理解

される。 

2-3 PV 連系システムのトラブルシュー

ティング方法が確立される。（大学内

の配電系統が対象） 

 PV 連系システムの特徴及び保護機能（逆

潮流を含む）に係る講義 

 トラブルシューティング（逆潮流を含む）、

運転維持管理マニュアルの適正化 

 座学 

 

 実習（マニュアルに基づく運

転操作、事故想定訓練） 

ガーナ大学 

施設部 

3． 太陽光発電設備が連系さ

れた配電系統が、安定的に

運用される。 

3-1 PV 連系システムの概要、特性（逆潮

流を含む）が理解される。 

 PV 連系システムの特徴及び保護機能（逆

潮流を含む）に係る講義 

 PV 連系システム導入時の検討課題（逆潮

流を含む） 

 座学 

 

 座学 

ECG 

エネルギー省 

エネルギー委員会 

3-2 PV 連系システムのトラブルシュー

ティング方法が確立される。（ECG

の配電系統が対象） 

 トラブルシューティング（逆潮流を含む）、

運転維持管理マニュアルの適正化 

 実習（マニュアルに基づく運

転操作、事故想定訓練） 

ECG 
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2) 投入計画 

① 日本側の投入計画 

本ソフトコンポーネントでは、表 3 の活動を実施することにより、実施機関である

NMIMR が PV 連系システムの運転・維持管理方法を具体的に理解し、実践するために必

要な技術を移転する。また、大学構内の配電設備の運用者であるガーナ大学施設部、配電

系統の運用者である ECG や、電力システムに関する監督、規制機関であるエネルギー省、

エネルギー委員会に対しても、PV 連系システムの概要や、運用上の留意事項について、

技術移転を行う。受注コンサルタントは、指導技術者 1（PV システム）、指導技術者 2（系

統連系）の 2 名を表 4 に示す期間「ガ」国に派遣し、技術移転を行う。 

表 4 ソフトコンポーネントに係る投入計画 

名称 格付 派遣期間 渡航回数 作業内容 

1. 運転維持管理体制の構築     

 指導技術者 1（PV システム） 3 号 0.50 月 1 回 実施機関内の運転維持管理体制の構築 

 指導技術者 2（系統連系） 3 号 0.50 月 1 回 電力事業者との相互協力体制の構築 

2. 技術トレーニング     

 指導技術者 1（PV システム） 3 号 1.00 月 1 回 PV システムの運転維持管理技術の移転 

 指導技術者 2（系統連系） 3 号 1.00 月 1 回 商用系統との連系に関する技術の移転 

3. モニタリング     

 指導技術者 1（PV システム） 3 号 0.50 月 1 回 PVシステムに関する技術の習得状況の評価 

 指導技術者 2（系統連系） 3 号 0.50 月 1 回 系統連系に関する技術習得状況の評価 

② 「ガ」国側の投入計画 

「ガ」国側の投入として、ソフトコンポーネントの受け皿となる受講者の任命と講義へ

の参加、運転・維持管理組織の立ち上げ、ソフトコンポーネントを円滑に実施するための

運営組織の設立等が必要となる｡具体的には、以下の通りである。 

a PV システム運営委員会（仮称） 

本ソフコンの開始後、NMIMR メンテナンス部は、ソフトコンポーネントの円滑な実施

とソフトコンポーネント終了後の持続的運用を目的とした「PV システム運営委員会（仮

称）」を速やかに設置する。同委員会は、ソフトコンポーネントの実質的受け皿となり、

またソフトコンポーネントの達成状況把握、意見交換、課題討議の場も兼ねることから、

ソフコン期間中には定期的に委員会を開催する。PV システム運営委員会は本ソフコン計

画終了後、本計画機材の運転・維持管理が持続的かつ円滑に行われるよう、PV ワーキン

ググループを指導する。PV ワーキンググルーは同委員会に PV システムの運転・維持管

理の状況を報告し､必要なときは指導・助言を受ける。 

PV システム運営委員会は NMIMR（野口記念医学研究所）内に事務局を置き、MOE、

EC、ECG、ガーナ国立大学、NMIMR の 5 機関より構成される。メンバーは各機関の担

当部署メンバーで構成され、各機関 1 名～2 名で構成する。PV システム運営委員会の組
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織を図 1 に示す。 

PV システム運営委員会は、表 5 に示す実施体制に従って運営するとともに、「ガ」国

における PV 連系システムの普及に備えて下記事項を討議する。 

 PV 連系システムの運転・維持管理に関する課題 

 PV 連系システムが電力会社の配電系統運用、電力品質に与える影響 

 PV 連系システムを「ガ」国で普及させる上での障害 

 PV 連系システムを「ガ」国で普及させるための法的規制 

 PV 連系システムを「ガ」国で普及させるための技術基準(逆潮流を含む) 

b PV ワーキンググループ（PVWG）案 

PV ワーキンググループ（以後 PVWG と称す）は PV システム運営委員会の下部組織

として設立し、PV システム運営委員会の指導・監督の下、PV 連系システムの運転・

維持管理を実践する。 

 

図 1 PVシステム運営委員会実施体制（案） 

 

PV システム運営委員会、PV ワーキンググループの実施体制（案）を表 5 に示す。 

表 5 PVシステム運営委員会実施体制（案） 

 
日本人コンサルタント 

PV システム 

運営委員会 

PV ワーキング 

グループ 

人数 2 名 5－10 名 3－5 名 

役割 全体の進捗状況管理 業務全体の管理 システムの維持管理 

ｿﾌﾄｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄでの役割 説明 開催 開催、参加 

維持管理マニュアル 助言 原案チェック 原案作成 

運転管理、分析 助言 データ分析、考察 運転操作、データ分析 

維持管理フォローアップ 管理指導 維持管理報告 維持管理報告 

報告先 
日本大使館 

JICA ガーナ事務所 

JICA ガーナ事務所 PV システム 

運営委員会 

コンサルタント 

（全体管理） 

PV ワーキンググループ（仮称）WG 

● UG (ガーナ大学) 施設部 

● NMIMR メンテナンス部 

PV システム運営委員会（仮称） 

● MOE   再生可能エネルギー部 

● EC     再生可能エネルギー部 

● ECG 

● UG (ガーナ大学)     施設部 

● NMIMR    メンテナンス部 

（委員は各機関 1－2 名より構成される） 

「ガ」国政府 
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(6) ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

無償資金協力で調達・据付される PV 連系システムの主要機器は日本製であることから、

ソフトコンポーネントで派遣する技術者は、日本の PV 製品、システムに精通している必要

がある。「ガ」国内にも太陽光発電設備の据付を行う技術者はいるものの、欧州や中国の製品

しか取り扱ったことがなく、また系統連系についても十分な経験を有していない。このため、

ソフトコンポーネントの実施リソースとしては、日本の PV システムや系統連系を熟知した

受注コンサルタントが直接支援する方式を採用する。 

(7) ソフトコンポーネントの実施工程案 

ソフトコンポーネント実施工程を表 6 に示す。 

日本より派遣された技術者は、表 6 のとおりそれぞれのカテゴリーごとに、ソフトコンポ

ーネントを実施する。各カテゴリーの実施時期については、以下のとおりである。 

運転維持管理体制の構築： 維持管理体制構築の支援を目的に行うこと。機材据付前に維持

管理体制を明確化させておくことは、設備据付時に当事者意識

を喚起できることから、設備据付以前に実施する。 

技術トレーニング： 据付・点検・運転等については実設備を利用し行う。設備が運

開するまでに備えておくべき維持管理マニュアル等について

整備するため、据付工事の半ばから設備運開前に実施する。 

モニタリング： 「ガ」国側が自主的に維持管理できているかを確認することに

焦点をおき実施するため、据付完了約 1 ヶ月後を目途に実施す

る。 

表 6 ソフトコンポーネントの実施スケジュール 

月数

基礎・据付工事

検査・調整・試運転

初期操作・運用指導

検収・竣工引渡し

運転維持管理体制の構築

技術トレーニング

モニタリング

運転維持管理マニュアル

実施状況報告書

完了報告書

ソフトコンポーネント

成果品

1 6 7 108 92 3 4 5
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(8) 成果品 

本ソフトコンポーネントの成果品は表 6 に記載したように、運転維持管理マニュアル（ト

ラブルシューティングを含む）、実施状況報告書（施主向けには英文 Progress Report）、完了

報告書（施主向けには英文 Final Report）、並びに技術移転に使用した教材類である。 

(9) ソフトコンポーネントの概算事業費 

本ソフトコンポーネントの概略事業費は 17,119 千円であり、内訳は表 7 に示す通りである。 

表 7 ソフトコンポーネントの概略事業費 

項 目 金額（千円） 

直接人件費 3,112 

直接経費 10,024 

間接費 3,983 

合 計 17,119 

 

(10) 相手国実施機関の責務 

1) NMIMR（野口記念医学研究所）は、本ソフトコンポーネント実施に協力する PV シス

テム運営委員会を設置する。 

2) NMIMR は、本ソフトコンポーネント実施に必要となる会議室等を用意する。 

3) NMIMR は、本ソフトコンポーネントに必要な人員を提供する。 

4) PV システム運営委員会は、コンサルタントと協議し、運転維持管理マニュアルの作成

を自ら実施する。また、システムの運転開始後、実情に応じてマニュアルの改訂、更

新を行う。 

5) NMIMR は、運転維持管理マニュアルに基づき、PV 連系システムを維持管理する。  

PV システム運転管理責任者などが異動する場合は、ソフトコンポーネントの成果品を

活用し、後任者へ技術移転を行う。 

6) PV システム運営委員会は、維持管理マニュアルに基づいた点検の実績報告書を JICA

ガーナ事務所へ提出する。 
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7． プロジェクトの裨益効果 

1．推定発電電力量 

 本計画で設置する系統連系型太陽光発電システムの定格容量は 315 kWp である。推定発電電力

量の算出式は次式を用い、月平均日射量は表 1 に示す日射量（南 5 度傾斜面）を用いる。 

Ep = Σ (HA / Gs)* K * P 

（Σ は月別に算出した推定発電量の積算値を示す） 

ここで 

・Ep = 推定年間発電量 (kWh/年) 

・HA = 設置面の月平均日射量 (kWh/m
2
/日) 

・Gs = 標準日射強度（1kW/m
2）  

・P = 太陽電池容量 

・K = 損失係数 = Kd * Kt * ηINV 

* 直流補正係数 Kd :太陽電池の表面の汚れ、太陽の日射強度が変化することによ

る損失の補正、太陽電池の特性差による補正を含み、0.8 と想

定した。 

* 温度補正係数 Kt : 日射により太陽電池の温度が上がり、変換効率が変化するた

めの補正係数。 

Kt = 1 + α (Tm - 25) / 100 

ここに、α: 最大出力温度係数 (%・℃-1
) = - 0.5 (%・℃-1

) [結晶系] 

Tm: モジュール温度 (℃) = Tav + ΔT 

Tav: 月平均気温 (℃) 

ΔT: モジュール温度上昇 (℃) 

裏面開放形 18.4 

屋根置き形 21.5 

    ΔT：18.4 ℃ 

* インバータ効率 ηINV: インバータの交直変換効率。今回は 0.94 とした。 

 

本計画の太陽光発電システムが停止することなく稼動した場合、年間 382,227 kWh の発電量が

期待できる。 

表 1 推定発電量計算 

項目 単位 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

日射量 kWh/m
2
/日 4.53 5.11 5.41 5.29 5.41 4.29 4.29 4.26 4.83 5.62 5.59 4.75

月日数 日 31 28 31 30 31 30 31 31 30 31 30 31

月間日射量 kWh/m
2 140.43 143.08 167.71 158.7 167.71 128.7 132.99 132.06 144.9 174.22 167.7 147.25

平均最高気温 ℃ 30.6 30.9 31.1 30.5 30.3 27.7 26.9 26.7 27.4 28.8 30 30.1

平均気温 ℃ 28.3 29.3 29.3 28.8 28.4 26.8 26.1 26 26.3 27.3 28.1 28.8

モジュール温度 Tm ℃ 46.7 47.7 47.7 47.2 46.8 45.2 44.5 44.4 44.7 45.7 46.5 47.2

温度補正係数 Kt 0.8915 0.8865 0.8865 0.8890 0.8910 0.8990 0.9025 0.9030 0.9015 0.8965 0.8925 0.8890

損失係数 K 0.670 0.667 0.667 0.669 0.670 0.676 0.679 0.679 0.678 0.674 0.671 0.669

太陽電池出力 kW 315 315 315 315 315 315 315 315 315 315 315 315

発電量 kWh/月 29,656 30,046 35,218 33,420 35,397 27,407 28,431 28,248 30,943 36,998 35,454 31,009 382,227  

注）平均気温はアクラ気象庁：2007,2008,2009 年の平均気温の平均値 
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図 1 は月毎の推定発電量のパターンを示したものである。 
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図 1 推定発電量 

 

2．電力使用量削減効果 

 2009 年における野口記念医学研究所の使用電力量は、1,314,240 kWh/年であった。上述の試算

により、本計画の太陽光発電システムで 382,227 kWh/年の発電量が期待できることから、野口記

念医学研究所は年間で 29.1％の電力使用量が削減できる。 

［計算式］382,227 kWh/年÷1,314,240 kWh/年＝0.291 → 29.1％削減 

 

3．電力料金削減効果 

 2009 年における野口記念医学研究所の電気料金は、28,080 ガーナセディ（実際にはガーナ大学

が ECG に支払う）であった。上述の年間電力使用量から、電気料金単価は以下の通り計算できる。 

［計算式］28,080 ガーナセディ÷1,314,240 kWh＝0.021366 ガーナセディ/kWh 

 

 本計画の太陽光発電により削減できる電力量は 382,227 kWh/年であることから、ガーナ大学は

年間で 8,167 ガーナセディの電気料金が削減できる。 

［計算式］0.021366 ガーナセディ/kWh×382,227 kWh/年＝8,167 ガーナセディ/年 

 

4．CO2排出量削減効果 

 「ガ」国エネルギー委員会の統計によれば、2007年における発電の CO2原単位は 0.575 tCO2/MWh

である。本計画の太陽光発電により、年間で 219.8 t の CO2排出量が削減される。 

［計算式］0.575 tCO2/MWh×382,227 kWh/年÷1,000＝219.8 tCO2/年 

 

 国際エネルギー機関（IEA）の統計によれば、2007 年の「ガ」国における総 CO2 排出量は 9.0

百万トンである。本計画の太陽光発電による CO2 排出削減量は、2007 年の総 CO2 排出量の 2.44

×10
-3％に相当する。 

［計算式］219.8 t÷(9.0×10
6 
t)＝2.44×10

-5
 → 2.44×10

-3％ 
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8. 収集資料リスト 

調査名： ガーナ共和国 太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画準備調査 

番号 名 称 

形態 

図書・ビデオ・

地図・写真等 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ･

ｺﾋﾟｰ 
発  行  機  関 発行年 

1 National Energy Policy 図書 コピー Ministry of Energy, Ghana Nov. 2009 

2 University of Ghana-Legon Master Plan 図書 コピー University of Ghana Oct. 2009 

3 Organization Structure for University of Ghana 図書 コピー University of Ghana Dec. 2009 

4 
Noguchi Memorial Institute for Medical Research 

Organizational Chart 
図書 コピー 

Noguchi Memorial Institute for Medical 

Research 
Dec. 2009 

5 Annual Budget and Breakdown Including Cost for O&M 図書 コピー 
Noguchi Memorial Institute for Medical 

Research 
Dec. 2009 

6 
Ghana Gazette, 13

th
 November 2007 (Electricity Tariff of 

ECG) 
図書 コピー Government of Ghana Nov. 2007 

7 Basic Statistics 図書 コピー University of Ghana Mar. 2009 

8 ガーナ野口研 1期・2期 竣工図〈電気〉 図面 コピー 株式会社久米設計 Mar. 1998 

9 ガーナ野口研 既存図〈電気〉 図面 コピー 株式会社久米建築事務所 Mar. 1977 

10 
Power Schematic Diagram of H. T. Distribution Network 

(Power Station at Legon _ ECG) 
図面 コピー University of Ghana  

11 
Technical Drawings for the Project for Supply of Noguchi 

Memorial Institute for Medical Research 
図書 コピー 

Noguchi Memorial Institute for Medical 

Research 
Nov. 2009 

12 
Drawings for the Project for Improvement of Noguchi 

Memorial Institute for Medical Research (Phase Ⅱ) 
図面 コピー 株式会社久米設計 Nov. 1998 
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